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　カラマツ，トドマツ等中小径材をいかに利用す

るかは，本道の林業・林産業の当面の重要課題で
あり，それらの利用技術の開発が道立林産試験場
を中心にして多方面から進められてきました。

　その一つに，小径丸太を円柱材に整形して，遊
具，フェンス，ログハウスなどに利用する方法が
あり，この円柱材利用法は，小径材を歩止まり良

く利用して，木材の本来の性質を直接に生かすこ
とができ，極めて合理的であるといえます。
　最近，業界でもこの円柱材利用への関心が高ま

ってきていますが，円柱材の大きな需要としては，
やはり建築物への利用が最も期待されるところで
す。建築物とは主にログハウスのことですが，ロ

グハウスは，その素朴で優美な外観と暖かみのあ
る雰囲気が森林，公園，別荘地，ゴルフ場などの野
外景観とよくマッチするところから，一般ユーザ

ーはもとより，各自治体，事業体からも注目され
ており，潜在的需要が相当見込まれています。
　このようなことから，林産試験場では，昭和54

年度からログハウスに関する研究を始め，早期実
用化を目ざして実物大仮設物による耐力試験を行
い，構法と構造上の安全性を検討する一方，その

技術の実用化のための普及活動を行ってきました。
　しかしながら，校倉造りのログハウスは，特殊

な構法であるため，これを実際に建てるには構造
耐力上，在来の木造建築物と同等以上の効力があ
るか否かについて，建築基準法第38条に基づく建
設大臣の認定を受ける必要があります。
　そこで，昨年11月以降，ログハウスの認定を取
得するための申請作業を開始し，この7月，第一
の関門である構造評定に合格することができまし
た。
　ここでは，この認定に係わる手続き，これまで
の経過，今後の取り扱い等について詳しく説明し
ます。

　1．認定申請の手続きについて
　建築基準法第38条の規定は，特殊な構造材料又
は構造方法に関するものですが（脚注1），建設
大臣が，その効力を認定すれば，構造耐力等に関
する技術的基準の適用除外を認め，建築物に使用
できるようにしています。そして，建設大臣の認
定の方法は，申請主義をとっており，（財）日本建
築センターの評定報告書及び関係資料を添付し，
道庁又は市役所（脚注2）を経由して建設大臣に
申請することになっています。その手順を図1に
示しました。
　まず，申請者は，①建設省住宅局住宅生産課

1）建築基準法第38条
　この章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の
規定は，その予想しない特殊の建築材料又は構造方法
を用いる。建築物については，建設大臣がその建築材
料又は構造方法からこれらの規定によるものと同等以

上の効力があると認める場合においては，適用しない。
2）北海道では，札幌，函館，小樽，旭川，室蘭，釧
　路，帯広，苫小牧，北見の9市は市役所の建築指導
　課が，その他の市町村は道庁建築指導課が窓口にな
　ります。
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　　　　　　図1　認定申請のフローチャート

（低層住宅に関する場合）に行政的な取り扱いにつ
いて事前に打ち合わせたのち，②（財）日本建築セ
ンターに対して評定申請を行います。評定委員会
の審査で承認されると，③評定報告書が交付され，
次に，④実際に建てる建物について，建築基準法
第38条に基づく認定申請を，評定報告書の写し及び
関係資料を添付して，道庁又は市役所経由で建設省
に提出し，⑤建設大臣の認定書を受けます。この
段階を経て通常の確認申請を行い，建設着工する
ことになります。
　これを個別認定といいますが，個別認定により
建設した建物は，あくまでも試行建築物です。こ
れを最低4棟以上建設し，1年間程度経過して建
物の安全性が一般的に確認しうる実績ができた段
階で，一般認定の申請を行うことができます。

図2に低層住宅等における認定申請のスケ
ジュールを示しました。一般認定を取得す
ると，認定申請の書類を個別に建設省まで
提出しなくても，市町村での確認申請で済
みますが，建物は評定を受けているプラン
に限定されます。その後，建築実績が多く，
構法としての完成度が高く，供給体制が良
好なものについては，設計要綱の認定（シ
ステム認定）に移行し，順次第38条の扱い
からはずれていくシステムになっています。
　●評定についての具体的事項
　（財）日本建築センターには，14の評定委
員会があり，校倉造りログハウスの構造評
定は，工業化住宅評定委員会の中の木質系
構造分科会で扱われます。

　　　評定を申し込む際には，所定様式の評定
　　申込書及び構造評定用資料として，概要書
（構造概要，構造方式の特徴，各部構造，構造計
算の概要，交点耐力の試験方法概要と許容耐力，
本建築物の構造方法の範囲，平面プラン，構造耐
力性能など）と構造計算書を付して申請します。
　このうち，構造計算をするための耐力試験デー
タは公的な機関によるものでなければならないこ
とになっています。
　また，1件の評定には，平面プランが30タイプ
以内に限定されており，評定を受ける場合には，
建物の将来的な需要分野を想定して，プランを選
定することが大切です。さらに，部材の樹種及び
断面形状が変われば，原則としてそれぞれ別件の
評定扱いになります。
（財）日本建築センターで評定申請が受理される
と，担当委員2名が決まり，部会が構成されます。

図2　低層住宅等の認定申請スケジュール
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部会は必要に応じて開かれ，問題点の指摘，追加

資料の要求がなされ，それに対して説明が求めら

れます（今回の部会説明は4回）。担当委員によ

る部会審査が終った段階で，分科会に報告され，

承認が得られれば評定書及び評定報告書が（財）日

本建築センターから交付されます。

　●個別認定申請についての具体的事項

　建設する建物について，所定様式の建築基準法

第38条に基づく認定申請書を市役所など経由で建

設省に琴出することになりますが，その際には，

先に交付された評定書及び評定報告書の写し，位

置図及び配置図，一般設計図及び構造設計図，構

造計算書，工事施工指針等の添付が必要です。

　2．「北海校倉ハウス」の認定申請に向けての

　　　経過について

　ログハウスの建築基準法第38条に基づく認定申

請は，今も述べたように，二段構えになっており，

とくに前段の評定の取得が大へん厄介な作業でも

あり，木材業界内の単一企業でこれを行うことは

困難であると言わざるをえません。

　林産試験場で蓄積されたログハウスの試験成果

を早く実用化して業界，一般ユーザーヘの付託に

応えること，これによってカラマツ等の中小径材

の利用促進と業界の活力を導き出すこと，道産材

による校倉造りの構造評定を本州デベロッパーに

先がけて道内業界独自で取得する必要があること

などの緊急な情勢をふまえて，道林産課としても，

林産試験場とも協議をしながら，ログハウスの認

定申請を早期に行うよう業界に対して指導，支援

体制をとる方針を決めました。

　昭和58年11月以降，道内において既に円柱加工

装置を設備して部材生産を行っているところで，

かつ，ログハウスの建設を積極的に進めたい意向

のある企業に呼びかけ，組織化して申請作業を進

めました。

　企業の組織化では，林産試験場と密接に関係し

ている（社）北海道林産技術普及協会（以下「協会」

という。）の中に，新たに「ログハウス建設部会」
を設置して，前述のログハウス建設を目ざす企業

群が部会に加入して，認定の申請者を協会に一本
化して進めることになりました（図3参照）。こ
の時点で部会には，いずれも円柱加工装置を設備
して，円柱材の生産活動を行い，ログハウスの建
設可能な企業4社が加入しました。
　作業分担としては，林産課が建設省，（財）日本
建築センター，林野庁，国立林業試験場など関係
機関との協議などの渉外を，林産試験場が施工法，
構造耐力など評定申請に必要な資料の整備を担当
し，一方，部会に加入した企業は，4社それぞれ
に指定する建築設計事務所との連携により平面プ
ランの選定と設計図書の作成などを受け持つとい
う，いわゆる産学官の連携方式をとりました。
　同協会で扱うログハウスを「北海校倉ハウス」
と命名し，評定の申込みを昭和59年4月に行って，
4回の部会における審査を経て，7月16日付けで
評定書及び評定報告書が交付されました。
　今回の評定は，カラマツの直径140mm円柱材
を使用した校倉造りログハウスで，平面プランは
キャビン，コテージ，セカンドハウス，展示場，
スキーロッジなど11～204m2の範囲の28タイプで
す。平面プラン別の面積と用途の一覧を表1に示
しました。
　なお，評定に要した費用の概算は，評定料，設
計図書作成費，印刷費，旅費等総額800万円程度
で，これについては，参画した企業による等分負
担としています。

　3．今後の取り扱い
　●生産・施工管理体制について
　今後，個別認定によって「北海校倉ハウス」の
建設を進めていくわけですが，その場合の生産・
施工管理体制の組織図を図3に示しました。
　申請者である協会は，部材生産業者及び設計事
務所に対して，部材品質管理と工事施工管理，竣
工検査をそれぞれに業務委託して建設を進めるこ
とにしており，このために，協会内部に工事管理
規準，現場工事標準仕様書，部材品質管理仕様書
等を自主的に設けて，生産・施工管理を行うこと
にしています。
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表1「北海校倉ハウス」の平面プラン別面積，用途

　また，実際に「北海校倉ハウス」を施工販売す
る建設業者等を販売施工代理店と位置づけ，これ
には，部材生産者自らとそれが選定した建設業者
を指定し，協会が実施する構法，施工法等に関す
る技術講習会による教育研修を受けて，協会に登
録する形をとっています。
　したがって，「北海校倉ハウス」を建てる場合
には，誰でもが，部材を購入して組み立てればよ
いというのではなく，図3の体制に沿って，協会
に登録されている販売施工代理店が施主と契約し
て建設することになります。
　なお，北海校倉ハウスの建築基準法に基づく認
定申請及び認定後における権利の行使等に関する
取扱い方針及び協定については別に定め，申請者
（協会），部材生産業者，設計事務所及び販売施
工代理店の4者における協定を結ぶことにしてい
ます。
　●新たな組織加入の取り扱いについて
　協会のログハウス建設部会，販売施工代理店に

新たに加入する希望のある場合の取り扱いについて
は，ログハウス建設部会設置要綱及び前述した権
利等の取り扱い方針の中で規定されています。部会
には，現在，4社が加入していますが，これは，
発足時点で円柱加工装置を設備して部材生産実績
のある企業を組織化したところであり，今後の新
たな加入を閉ざすものではありません。
　「北海校倉ハウス」の技術開発は林産試験場と
いう公的機関に負うところが大きく，部会構成を
特定企業に限定することは好ましくないことは当
然ですが，ただ，今後希望のある企業を無制限に
加入させてよいかということは，供給過剰で共倒
れになる恐れもあります。この意味から，部会へ
の新たな加入は，やはり需要動向や地域的配置の
バランスなどを考慮しながら，部会での協議を経
て，関係行政機関の指導のもとに，最終的には申
請者の協会長が決めることになりました。
　また，販売施工代理店への新たな加入について
も同じような考え方により．協会が代理店として
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図3　「北海校倉ハウス」の生産・施行管理体制組織

適当であると認めた場合に，教育研修を実施して
指定・登録することにしています。

　4．おわりに－評定政得の意義－
　今回のカラマツログハウスの構造評定の取得に
ついては，その成果は，今後，建設需要がどこま
で伸びるかを見極めなければなりませんが，次の
ような点で大へん意義深いものと考えています。

1）建築基準法の法規
制を道内木材業界の初
めての経験としてクリ

アできたこと。
　2）カラマツ，トドマ
ツ等中小径材の利用促

進の足掛りを得たこと。
　3）一般需要者のニー
ズに応え得たこと。

　4）木材業界から積極
性を導き出し，参画し
た企業が一体的にスク

ラムを組めたこと。
　5）これら木材側企業
と建築設計グループと

の連携により，相互理
解と意志疎通が図られ
たこと。

　6）林産技術普及協会
が，中小径材の需要開
発の具体的行動に足を

ふみ入れ，林産技術の
普及へ一役を担いうる
こと。

　7）業界，試験研究機
関，行政が一体となり，
いわゆる産学宮の一体

的行動を先取りできた
こと。

　8）そして，以上のことは，ことログハウスの認
定申請に係わることだけでなく，これからの木材
業界の新しい取り組み方に対して，モデルケース
として，いろいろな示唆を与え得たこと。

　最後に，「北海校倉ハウス」の需要促進が図ら
れることを関係者として切に祈り結びとします。
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